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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社のコーポレートガバナンスの基本は、株主をはじめとした利害関係者（ステークホルダー）のご期待にお応えし、効率的で健全な企業経営を
行うことにより企業価値を最大化することにあります。そのために最も重要なことは、会社法制は勿論のこと、各種法令・ルール・社会規範を遵守
し、経営の高い志と求心力を維持しながら、透明でかつ公正な事業の執行をすることにより、企業の安定的・継続的な成長を維持することであると
考えます。
また、同時にスーパーマーケット事業をとおして、商品の安全性確保や社会環境に適合するなど企業の社会的責任（ＣＳR)を広く果たし、お客さま
や地域社会に貢献し、独自の存在感ある企業を目指して経営を行うこととも位置づけております。
上記のコーポレートガバナンスの考え方を具体的に実践するために、取締役会が取締役の業務執行を有効に監督し、徹底したコンプライアンス
体制のもと財務の信頼性を確保するとともに、人的依存度の高いスーパーマーケット事業として、その担い手である社員一人ひとりの高いモラー
ルやモチベーションの維持について特に留意しております。それは、当社の経営理念・社是に謳われている創業精神を徹底することが、自主的か
つ主体的にコーポレートガバナンスが貫徹された企業を創造することになると考えられるからです。万一問題が生じた場合にも、経営が高い求心
力を持って組織的かつ迅速に適切な対応をいたしてまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則1-2-4　議決権電子行使プラットフォームの利用と招集通知の英訳】
　電子行使のための環境づくりを準備してまいります。海外投資家の比率は約11％と低いため、招集通知英訳は予定しておりませんが、将来の課
題として検討いたします。

【補充原則4-8-2　「筆頭独立社外取締役」の決定】
　当社では以下の理由より筆頭独立社外取締役を定めておりません。
　・筆頭独立社外取締役を定めることで、独立社外取締役間の序列意識、筆頭者への依存する意識を醸成する可能性があります。
　・独立社外取締役はそれぞれ卓越した知見を有しており個々にその持ち味を発揮することが求められていることから、必ずしも独立社外取締役
　 間で意見が統一される必要はないと考えます。

【補充原則4-10-1　任意の仕組みの活用】
　当社では指名・報酬等の事項を審議する任意の諮問委員会等は設置しておりません。
　取締役会に対する取締役候補者の提案は、代表取締役社長が行います。また、監査役候補者の提案についても、監査役会の同意を得た上で、
代表取締役社長が行います。取締役会では、選任基準や各候補者の経歴、有する知見等について丁寧に説明が行われた上で、独立社外取締
役、社外監査役も交えて慎重に審議いたします。なお、取締役候補者については、今後、取締役会審議の前に代表取締役社長から社外取締役
へ説明し、意見をいただく場を設ける予定です。そのための準備を兼ねて、今回は事後にはなりましたが、社外取締役への説明等を行いました。
　取締役の報酬等については、事前に代表取締役社長から社外取締役へ説明し、意見をいただく場を設けております。取締役会では、代表取締
役社長が報酬等の決定方針と決定方法を説明し、慎重に審議した上で、各取締役の報酬を決定しております。
　このような体制により、指名・報酬などに係る取締役会の機能の独立性・客観性が十分に確保されていると考えております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則1-4　政策保有株式の保有と議決権行使について】
（1）基本的な考え方
　当社は、商品の開発・調達、物流、販売、店舗出店、資金の安定調達等、あらゆる過程におけるさまざまな企業との協力関係や事業戦略を考慮
　し、中長期的視点で政策保有株式として保有しております。また、継続して保有する必要がないと判断した株式の売却を進めるなど、政策保有
　株式の縮減に努めております。
（2）保有状況の確認
　当社は、主要な政策保有株式について、中長期的な経済合理性や将来の見通し等を検証の上、保有のねらい、合理性を取締役会で毎年確認
　します。
　2016年3月末時点の12銘柄から2020年3月末時点で11銘柄となっております。
（3）議決権行使
　当社は、政策保有株式に係る議決権行使について、投資先企業の経営方針、戦略、リターン等を踏まえ、発行会社との対話を通じ、議案の賛
　否を検討します。具体的には、別に定める議決権行使基準に則り、適切に対応します。

【原則1-7　関連当事者間の取引について】
　当社は、役員との間で法令に定める競業取引および利益相反取引を行うにあたっては、必ず取締役会による承認を得ております。土地建物の
購入・売却、商品購入、業務委託等商品販売以外の全ての取引は社内稟議によって必ず財務部長に回付され、関連当事者間の取引に関する
チェックが行われます。グループ会社役員に関しては、１年に１回関連当事者間取引に関する調査を実施しております。

【原則2-6　企業年金の運用における人事面や運用面の取組みについて】
　当社は、年金給付等を将来にわたり確実に行うため、中長期的観点から政策的資産構成割合を策定し、年金資産の運用を行っております。
　資産運用に関する意思決定は、年金運営委員会での審議を踏まえ、決定しております。年金運営委員会には、当社の財務部門や人事部門の
部門長等適切な資質を持った人材を配置するとともに、資産運用受託機関等が実施する各種セミナーに出席させるなどして必要な業務知識を習



得させています。

【原則3-1　各種開示・公表について】
（1）創業精神・経営理念、経営の基本方針については、ホームページ「会社概要」に、グループ中期計画については、同「IR投資家情報」に開示し
　　てあります。
（2）コーポレートガバナンスに関する基本方針は、ホームページ「会社概要」に開示してあります。
（3）取締役の報酬等の額は、株主総会が決定する報酬総額の限度内において、会社の経営成績および各役員の職務の内容に応じた業績の評
　　価等を勘案し相当と思われる額としております。
　　なお、当社は、上記報酬限度額とは別枠で、取締役（社外取締役を除く。以下同じ。）に対する株式報酬制度（以下、「本制度」という。）を導入
　　しております。本制度は、取締役に対して、当社取締役会が定める株式交付規程に従って付与されるポイント数に応じ、当社株式が信託を
　　通じて交付される株式報酬制度であります。
（4）取締役・監査役候補の指名を行うに当たっては、取締役会にて取締役・監査役の職務を遂行できる知識および経験を有している者を候補者と
　　して選定する方針です。
（5）社外役員については、個々の選任理由を「株主総会招集ご通知」に記載しております。取締役・監査役候補者の指名理由については、「株主
　　総会招集ご通知」に記載しております。

　※取締役の解任提案については、次に定める忠実義務および善管注意義務が守られているか等を踏まえて、取締役会において決定致します。
　　１、役員は、定款、法令及び会社諸規程の定めるところに従って行動しなければならない。
　　２、役員は、経営の責任者であることを自覚し、他の模範とならなければならない。
　　３、役員は、業務の遂行にあたって、率先してことに当り、誠心誠意努力し、決して私情や体面にとらわれてはならない。
　　４、役員は、報告、連絡を互いに緊密にし、秩序を乱すような独断、越権行為は厳に慎まなければならない。
　　５、役員は、会社の機密を漏らし、また会社の不名誉、不利益となるような行為があってはならない。
　　６、役員は、公私混同があってはならない。

【補充原則4-1-1　取締役会による委任について】
　取締役会規程の中で取締役会付議事項を定め、更に決裁権限規程により、具体的委任事項、決裁者、回付者を詳細に定めて、運用しておりま
す。

【原則4-9　独立性判断基準の策定・公表】
　東京証券取引所が定める独立性基準に従い、独立役員である社外取締役を選任しております。

【補充原則4-11-1　取締役会の構成メンバーについて】
　当社ホームページ「コーポレートガバナンスに関する基本方針」に記載しておりますのでご参照ください。

【補充原則4-11-2　取締役・監査役の兼任状況について】
　取締役・監査役の他の上場会社の役員兼任に関する方針は当社ホームページ「コーポレートガバナンスに関する基本方針」に記載し、その兼任
状況は毎年「株主総会招集ご通知」に記載しておりますのでご参照ください。

【補充原則4-11-3　取締役会の評価】
　取締役会は、2019年度における取締役会全体の実効性に関する分析・評価を実施いたしました。その方法および結果の概要は以下に記載のと
おりです。
１、対象者
　全取締役（12名）および全監査役（4名）
２、実施方法
　2020年1月から2月にかけて「取締役会実効性アンケート」に基づき全対象者が自己評価を実施いたしました。
※「取締役会実効性アンケート」は、第三者である外部アドバイザーの意見を参考にして取締役会事務局が作成。
３、質問内容
（１）取締役会の運営
（２）取締役会を支える体制
（３）取締役会の審議
（４）取締役会の構成
（５）取締役会の機能
（６）取締役会以外の意見交換・トレーニングの機会
（７）取締役会の実効性評価・課題への取組み
４、評価方法
　対象者へのアンケートによる評価結果をまとめ、その結果等をふまえて取締役会で取締役・監査役の議論の後、取締役会の実効性の評価、課
題に対する１年間の取組状況の評価、および今後の課題設定を行いました。
５、評価結果の概要
　アンケートの結果、および取締役・監査役の議論の結果、当社の取締役会の実効性は確保されていることを確認いたしました。
　また、取締役は取締役会で意思決定した事業計画を迅速に業務執行しており、取締役会はその業務執行を適切に監督できていると評価いたし
ました。
　課題として設定した「業務プロセスにおける透明性を確保するため、適切な措置を講じていく」に関する１年間の取組みにつきましては、取締役
の報酬について社外取締役に事前に説明し意見をいただく場を新設したこと、社外取締役と監査役会の情報共有と意見交換の場を設定したこ
と、その他当社の各種行動基準や社内規程の一部改定による明確化等を実施しました。これらの成果を評価する一方で、重要な課題であること
から、さらなる改善と定着を目指すために、もう１年間同じ課題に取り組むことといたしました。
　当社は、引き続き取締役会の実効性の確保およびさらなる機能向上を図ってまいります。

【補充原則4-14-2　取締役・監査役に対するトレーニング】
　取締役には、原則として毎年２日間の集中合宿を実施しております。社外取締役・社外監査役には、当社グループの沿革・企業理念等について
社内研修を実施しております。

【原則5-1　株主との対話・面談】
　株主・機関投資家からの面談申込みに対し、１オン１ミーティング、スモールミーティングを定期的に実施し、個人投資家向け説明会を不定期に
実施しております。また、面談に際しては適宜担当部署の情報提供を受けるなど内容の充実に努めております。対話内容については、必要に応
じ、コーポレートブランド戦略部より経営にフィードバックをしております。
　株主との対話全般についてはコーポレートブランド戦略部と人事総務部が協力して担当します。株主総会の際に株主から指摘のあった事項、質



問、意見等は、人事総務部にて集約、分析して、取締役会に報告され、日頃の職務執行に生かしております。期末決算、第２四半期決算時には、
決算説明会を実施しており、社長自ら経営成績、以降の経営計画、株主還元方針等について説明し、出席者との対話を行っております。また、
ホームページ内のIR投資家情報サイトに、株主向けの情報発信をこまめに実施しております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社川野商事 7,679,758 19.55

株式会社川野パートナーズ 4,132,600 10.52

公益財団法人川野小児医学奨学財団 1,900,800 4.84

株式会社武蔵野銀行 1,292,544 3.29

株式会社三井住友銀行 1,292,544 3.29

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,132,800 2.88

ヤオコー従業員持株会 1,128,511 2.87

川野清巳 917,064 2.33

川野光世 803,922 2.05

BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED STOCK FUND 802,100 2.04

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 小売業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 12 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 11 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

黒川　重幸 他の会社の出身者 △

矢野　麻子 他の会社の出身者

酒巻　久 他の会社の出身者 ○

※　会社との関係についての選択項目
※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」
※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

黒川　重幸 ○ 独立役員に指定しております。
【略歴】
2014年4月 野村不動産(株)代表取締役兼
専務執行役員　法人営業本部長
2015年4月 野村不動産(株)顧問
2015年6月 当社取締役（現任）
2015年7月 インクリース・プランニング(株)
代表取締役（現任）
2015年7月 エスケイホールディングス(株)
代表取締役（現任）
2016年7月 (株)PRESI社外取締役
2016年9月 ゴーフォーイット(株)代表取締
役（現任）
2017年7月 (株)PRESI‐X社外取締役
2017年7月 (株)PRESI建設社外取締役

コーポレートガバナンスの一層の強化を図り、
企業価値や経営の透明性をさらに向上させる
ことを目的としております。
経営者としての経験、見識を有しており、当社
経営体制の強化及び業務執行の監督に十分
な役割を果たしていただけると判断し、選任い
たしました。また、東京証券取引所が定める独
立性基準に抵触せず、一般株主と利益相反の
生じる恐れのないことが認められることから、
当社独立役員として指定しております。



当社は、野村不動産(株)との間に出店開
発等の取引があり、インクリース・プランニ
ング(株)及びエスケイホールディングス
(株)及びゴーフォーイット(株)との間には特
別な利害関係はありません。

矢野　麻子 ○

独立役員に指定しております。
【略歴】
2008年10月 (株)ドラマティック代表取締役
社長
2014年5月 テントゥーフォー(株)代表取締
役社長
2015年6月 当社取締役（現任）
2015年8月 (株)コギト・エデュケーション・
アンド・マネジメント取締役
2018年6月 ワタベウェディング(株)社外取
締役
2019年3月 三菱鉛筆(株)社外取締役（現
任）
2020年5月 （株）三陽商会社外取締役（現
任）

当社は、三菱鉛筆(株)及び（株）三陽商会
との間には特別な利害関係はありませ
ん。

コーポレートガバナンスの一層の強化を図り、
企業価値や経営の透明性をさらに向上させる
ことを目的としております。
経営者としての経験、見識を有しており、当社
経営体制の強化及び業務執行の監督に十分
な役割を果たしていただけると判断し、選任い
たしました。また、東京証券取引所が定める独
立性基準に抵触せず、一般株主と利益相反の
生じる恐れのないことが認められることから、
当社独立役員として指定しております。

酒巻　久 ○

独立役員に指定しております。
【略歴】
1996年3月 キヤノン(株)常務取締役
1999年3月 キヤノン電子(株)代表取締役
社長（現任）
2015年6月 (株)富士通ゼネラル社外取締
役（現任）
2016年6月 当社取締役（現任）

当社は、キヤノン電子(株)とパソコン業務
調査委託の取引があり、(株)富士通ゼネ
ラルとの間には特別な利害関係はありま
せん。

コーポレートガバナンスの一層の強化を図り、
企業価値や経営の透明性をさらに向上させる
ことを目的としております。
経営者としての経験、見識を有しており、当社
経営体制の強化及び業務執行の監督に十分
な役割を果たしていただけると判断し、選任い
たしました。また、東京証券取引所が定める独
立性基準に抵触せず、一般株主と利益相反の
生じる恐れのないことが認められることから、
当社独立役員として指定しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

会計監査人とは定期的な会議を開催し、監査計画や期中監査の実施状況の経過・結果について報告を受け、意見交換をしております。また、会
計監査人の監査への立会いや監査体制の課題等に関しても、対応策に関する意見交換をしております。
内部監査部門とは、リスク管理の観点から、防犯や衛生管理に関する事項について、共同監査を実施しております。内部監査部門による監査結
果については、その都度常勤監査役にも報告が行われており、その結果を踏まえて監査役会とは、随時情報交換を実施しております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)



氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

佐藤　幸夫 他の会社の出身者

橋本　勝弘 他の会社の出身者

五十嵐　毅 税理士

※　会社との関係についての選択項目
※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」
※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

佐藤　幸夫 ○ 独立役員に指定しております。

長年にわたり従事され得られた経験と見識を
活かし、店舗防犯対策及び当社が受ける犯罪
対策に対し有効な助言や情報提供をいただく
ため、及び当社の監査体制の強化・充実を図
るためであります。
また、東京証券取引所が定める独立性基準に
抵触せず、一般株主と利益相反の生じる恐れ
のないことが認められることから、当社独立役
員として指定しております。

橋本　勝弘 ○ 独立役員に指定しております。

長年にわたり従事され得られた経験と見識を
活かし、生鮮食品を中心とした食品の衛生管
理に対し有効な助言や情報提供をいただくた
め、及び当社の監査体制の強化・充実を図る
ためであります。
また、東京証券取引所が定める独立性基準に
抵触せず、一般株主と利益相反の生じる恐れ
のないことが認められることから、当社独立役
員として指定しております。

五十嵐　毅 ○

独立役員に指定しております。
【略歴】
2018年7月 関東信越国税局退官
2018年8月 税理士登録・開業(現任）

経営職務遂行の妥当性を税務という専門家の
観点から有効な助言や情報提供をいただくた
め、及び当社監査体制の強化・充実を図るた
めであります。
また、東京証券取引所が定める独立性基準に
抵触せず、一般株主と利益相反の生じる恐れ
のないことが認められることから、当社独立役
員として指定しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 6 名

その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

その他



該当項目に関する補足説明

株式報酬制度を導入しております。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 一部のものだけ個別開示

該当項目に関する補足説明

基本報酬・賞与・株式報酬（役員株式給付引当金繰入額）に分け、総額を開示しております。
報酬等の総額が１億円以上の場合、有価証券報告書にて個別に開示致します。

報酬の額又はその算定方法の決定方
針の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

取締役の報酬等の額は、株主総会が決定する報酬総額の限度内において、会社の経営成績および各役員の職務の内容に応じた業績の評価等
を勘案し相当と思われる額としております。
なお、当社は、上記報酬限度額とは別枠で、取締役（社外取締役を除く。以下同じ。）に対する株式報酬制度（以下、「本制度」という。）を導入して
おります。本制度は、取締役に対して、当社取締役会が定める株式交付規程に従って付与されるポイント数に応じ、当社株式が信託を通じて交付
される株式報酬制度であります。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

社外取締役へのサポートは、事前の取締役会資料送付や各種委員会への参加等取締役との情報交換によって、情報・課題認識の共有を図って
おります。
社外監査役へのサポートは、常勤監査役が定例の監査役会において、月次の業績・経営課題に関する報告・社内外の監査関連情報の伝達によ
る情報の共有を図っております。また、各部室長からの課題に関する報告を実施し、課題認識の統一を図っております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当社の最高意思決定機関である取締役会は、取締役１１名で構成しており、原則として毎月１回開催されるほか必要に応じて機動的に臨時取締
役会を開催し、経営に関する重要事項を決定するとともに、業務の執行の状況を逐次監督しております。日常業務の執行につきましては、営業統
括本部・開発本部・管理本部の３本部体制を敷き、各本部長に必要な権限を委譲して、経営判断のスピード化・業務の迅速化を図っております。
なお、４名の監査役は、取締役会に出席し、取締役の職務執行の監査を行い、また各監査役の専門分野からの助言や情報提供を行っておりま
す。
監査役は取締役会及び経営関連の重要な諸会議に出席するほか、稟議書をはじめ重要な書類等を適宜閲覧するなど会社の情報を収集し、取締
役の職務執行を監査するとともに、監査役会を原則として毎月１回開催し、監査役相互の情報共有と意思確認を行っております。監査役と当社グ
ループとの取引関係等利害関係はありません。
なお、監査役は職務遂行にあたり必要な場合は、監査部の所属員を補助者として起用することができます。監査役職務補助者が当該補助職務を
実施するに当たっての、当該職務補助者に対する指揮命令権限は、監査役に専属するものであります。
当社は、社外取締役３名及び社外監査役３名全員との間に、会社法第４２７条第１項の規定に基づき、同法第４２３条第１項の損害賠償責任を限
定する契約を締結しております。当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額としております。
会計監査につきましては、監査法人A&Aパートナーズと監査契約を締結しており、法定基準のほか、会計上の課題について随時確認を行い、適
正な処理を行っております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、グループ全体に関わる重要な業務執行を決定し、取締役の職務の執行を監督する取締役会と、取締役会から独立し、取締役の職務の
執行を監査する監査役・監査役会によるコーポレート・ガバナンス体制を構築しています。
当社取締役会は社外取締役３名（３名とも独立役員）を含む取締役１１名体制であります。社外取締役は、自らの知見及び外部からの視点に基づ
いて、取締役会にて助言・議論・意思決定することを通じ、経営の監督を行っております。
当社監査役会は社外監査役３名（３名とも独立役員）を含む監査役４名体制であります。社外監査役は法律、財務会計等の専門的知識および高
い見識を有し、取締役会に出席して客観的な立場で意見を述べ、監査を実施しています。これらにより、経営の監視機能の客観性及び中立性の
確保等十分に機能する体制が整っていると考えております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

集中日を回避した株主総会の設定 2004年３月期より、集中日を回避した日に株主総会を開催しております。

その他
報告事項はPower Pointを使い、分かりやすいプレゼンテーションを展開し、また、株主総会
後には株主懇談会を開催し、株主の皆様との交流を深めております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明
代表者自身
による説明

の有無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

決算・第２四半期決算後の年２回、説明会を開催しております。また年1回程度
社長参加のトップミーティングも開催しております。

あり

IR資料のホームページ掲載
決算短信、決算参考資料、決算プレゼンテーション資料、有価証券報告書、統
合報告書、その他適時開示資料等を掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 コーポレートブランド戦略部に担当者を配置しております。

その他
機関投資家向けに１オン１ミーティング、スモールミーティングを定期的に実施
しております。また、個人投資家説明会を不定期に実施しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの
立場の尊重について規定

「ヤオコーグループ行動基準」の中で、各ステークホルダーへの行動指針を明確にしておりま
す。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

コーポレートブランド戦略部が窓口になり、各ステークホルダーのご要望にお応えすべき施策を
実施いたしております。特にお客さまに対しましては、（１）安全で環境負荷の少ない商品の販
売、（２）省エネ型店舗の運営、（３）リサイクル容器回収の推進、（４）資源節約のためレジ袋削
減・簡易包装の推進、（５）地球環境保全のための「ヤオコーの森林」づくり、（６）「ヤオコー
ファーム」で生産した安全安心な商品の提供 等に努めております。

その他

当社では、女性や外国籍の社員などを含めた多様性のある人材を積極的に活用し、一人一人
が活き活きと働きがいのある環境づくりを進めています。
従来より店舗を中心としてパートナー社員の活用は定着しておりましたが、ダイバーシティ推進
のため、人事総務部内に担当者を置き、女性、シニア、外国人、障がい者等の活躍を推進して
います。
取組みの一例として、
（１）パートナー社員の雇用期限を７０歳まで延長。
（２）女性管理職登用へのステップとなる地域限定正社員制度の新設。
（３）次期女性管理職候補の研修。
（４）企業内保育所の設置。
などを実施しております。
当社の女性登用の現況としては、取締役に女性１名を選任しています。その他、部長１名、店長
２名、副店長等４名など女性管理職として６２名（全管理職に対する割合7.6％　２０２０年３月末
現在）となっております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

１． 内部統制システム構築に関する基本的な考え方
当社の内部統制は、創業精神を明文化したものとしての経営理念及び社是にその基本を置いております。 即ち、当社の経営理念は、「生活者の
日常の消費生活をより豊かにすることによって、地域文化の向上・発展に寄与する」 ということであります。 一企業として単に儲かればいいという
収益を追求することだけではなく、その事業をとおして、食生活を中心とした地域の生活者のより豊かな生活の実現、延いては地域文化の向上・
発展に寄与せんとする高い志を持つと同時に、社是において、「明朗なる人生こそ明朗なる店をつくる」 と謳い、会社経営の基本に 「明朗さ」 を置
き、嘘やごまかしのない正直な商売・透明で健全な経営を第一義としております。
以上を踏まえて、会社法第３６２条第４項第６号に規定する 「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他
株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして法務省令で定める体制の整備」及び金融商品取引法で規定された 「財務報告に係る
内部統制の整備・運用に関する体制の整備」 について、「内部統制の基本方針」を定めております。
なお、本方針は、会社法及び会社法施行規則に基づき、2006年５月１日の取締役会において決議・制定し、その後過去６回、直前は2020年２月10
日の取締役会において一部改定しました。

２． 内部統制システムの整備状況
（１） コンプライアンス体制
a. コンプライアンス全体を統括する組織として、コンプライアンス委員会を設置し、事務局としてコンプライアンス室を設置する。

b. コンプライアンス委員会は、社長が主宰し、コンプライアンスに関する諸規程・諸制度の制定・改廃・運用を行うとともに、コンプライアンスに関す
る基本方針及び年度計画の策定、さらにはコンプライアンスに関する社内外の啓発・使用人の研修、その他コンプライアンスに関する重要事項を
決定する。
なお、同委員会には下部組織として、環境問題委員会及び公正取引推進委員会を設け、環境問題および取引の適正化について、適切な対応を
図ることとしていたが、2020年３月１日の組織変更にあわせてこれらの委員会をコンプライアンス委員会に統合した。これにより環境問題（ESGやS
DGｓ（持続可能な開発目標）への対応等を含む）や公正取引の推進について、コンプライアンス委員会で検討し、機動的で適切な対応を図る体制
とした。

c. コンプライアンス委員会において、ヤオコーグループとして遵守すべき行動の規準・考え方を、「ヤオコーグループ行動基準」 として制定し、教
育・研修を行い、コンプライアンスの重要性について啓発するとともに、コンプライアンス関連の必要な情報・知識を提供し、コンプライアンスを尊
重する意識・理解の徹底を図る。

d. 財務報告の適正性を確保するための社内体制の整備・運用状況を評価・改善する組織として、社長が主宰する内部統制委員会を設置し、事務
局として内部統制室を設置する。
また、「経理規程」 その他の社内規程を整備し、会計基準その他関係諸法令を遵守し、財務報告の適正性を確保する。

e. 使用人は、重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事実を発見した場合は、直ちに所属の上長等をとおしてコンプライアンス室
にその旨報告する。

f. コンプライアンス違反または法令遵守上疑義ある行為等について、使用人がコンプライアンス室長に直接情報提供を行う手段として、公益通報
者保護法に基づく通報窓口をコンプライアンス室に設ける。

g. 取締役及び使用人がコンプライアンス室または監査役へ内部通報した場合、当該通報者に対し、相談または通報したことを理由として解雇その
他いかなる不利益な取扱いも行わない。

h. 重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事実が報告された場合には、コンプライアンス室は報告された事実について調査を指
揮・監督し、社長と協議のうえ再発防止策など必要な対策を実施する。 重要な通報については、その内容を関連部署の責任者に開示し、会社と
して必要な対処をする。 同時に、その結果について、関係取締役等に報告し、周知徹底を図る。

（２） 情報管理体制
a. 取締役会議事録等重要な意思決定及び報告に関する書類については、文書の作成・保存・廃棄に関するルール を定めた 「文書管理規程」
及び関連の管理ルール等に基づき適切に対応する。

b. 個人情報の管理等については、コンプライアンス委員会の下部組織として個人情報安全管理委員会を設置し、法令に基づくほか「個人情報管
理規程」「個人番号及び特定個人情報管理規程」及び関連の社内ルール等に基づきその保護・利用・管理を適切に行うこととしていたが、2020年
３月１日の組織変更にあわせて個人情報安全管理委員会をコンプライアンス委員会に統合した。これにより個人情報の管理等についても、コンプ
ライアンス委員会で検討し、機動的で適切な対応を図る体制とした。

(３) リスク管理体制
a. 当社グループのリスク管理に関する事項を統括する組織として、社長が主宰するリスクマネジメント委員会を設置し、事務局はコンプライアンス
室が務める。 リスクマネジメント委員会は、当社を取り巻くリスクの特定、リスクの顕在化を防ぐための手続きや体制及びリスクが顕在化した場合
の対応方針や体制の整備に関する重要事項を決定する。

b. 具体的な危機管理の対応については、危機管理計画書や地震・火災等緊急時を想定した対応マニュアル等に基づき、適切な対応を図る。

c. 新たに生じたリスクについては、速やかに対応責任者となる取締役を定める。

(４) 効率的職務執行体制
a. 定例の取締役会を原則として毎月１回開催し、「取締役会規程」 に定められている重要事項の決定ならびに取締役の業務執行状況の監督等を
行う。また、経営及び各業務運営管理に関する重要執行方針を協議・決定する機関として、経営推進会議を設置し、原則として毎月１回開催す
る。 経営推進会議は社長の諮問機関として、各取締役はじめ本社各主管部門の責任者、子会社の取締役で構成され、「経営推進会議規程」 に
基づき、中長期の経営計画、各年度の予算・決算、資金調達、組織・制度及び店舗に関する事項等経営の重要事項について協議する。

b. 業務の具体的な運営については、前号で決定した中期経営計画及び各年度予算等に基づき、会社として達成すべき目標を明確化するととも
に、各部門においては、それぞれ自部門の目標達成に向け具体策を立案する。



（５） グループ会社管理体制
a. 子会社管理の担当責任部署を置くとともに、「関係会社管理規程」 を定め、同規程及び法令・会計原則・税法等に基づき子会社の状況に応じ
適切な管理・支援・指導を行う。

b. 当社社長及び子会社管理担当取締役は、子会社の業務執行状況について、定期的に子会社より報告させる他、 必要に応じ適宜説明を求め
るとともに、グループ全体の経営効率向上ならびに親会社と子会社及び子会社相互間に発生する経営上の重要事項を合理的に解決する。

c. 監査部は、子会社の業務監査を随時実施し、業務全般にわたり適切な運営が行われているか監査し、その結果について、必要に応じ当社社
長及び子会社管理担当取締役に報告する。

d. 監査役は、監査部と連携して、子会社の監査等当社グループ全体の監査を適切に行う。

（６） 監査体制
a. 監査役は職務遂行にあたり必要な場合は、監査部の所属員を補助者として起用することができる。
監査役職務補助者が当該補助職務を実施するにあたっての、当該職務補助者に対する指揮命令権限は、監査役に専属するものとする。
監査役職務補助者の当該業務に係る人事考課は監査役が行い、その他の人事に関する事項の決定には監査役の同意を得る。

b. 社長及び業務執行を担当する取締役は、取締役会等の重要な会議において随時その担当する業務の執行状況の報告を行う。

c. 取締役及び使用人は会社に重大な損失を与える事項が発生しまたは発生するおそれがあるとき、違法または不正な行為を発見したとき、その
他監査役会が報告すべきものと定めた事項が生じたときは、監査役に報告する。

d. 子会社の取締役、監査役及び使用人は、子会社に重大な損失を与える事項が発生しまたは発生するおそれがあるとき、違法または不正な行
為を発見したときは、コンプライアンス室に報告し、コンプライアンス室長は直ちに監査役に報告する。

e. 監査役は、取締役会および経営関連の諸会議に必要に応じ出席するとともに、稟議書をはじめ重要な書類等を適宜閲覧するなど会社の情報
を収集し、取締役の職務執行を十分監視する。

f. 監査役の過半数は社外監査役とし、対外透明性を確保する。

g. 監査役会は、社長及び他の業務執行責任者としての各取締役との意見交換やヒアリングにより、迅速な情報収集・適切な意思疎通を行い、正
確かつ効率的な監査業務の遂行を図る。

h. 監査部は、監査役と共同で監査を実施するなど密接な連携により、監査の適切な実施に協力する。

i. 監査役は、必要な場合には、弁護士・公認会計士・税理士等の専門家と意思疎通を図るなど、円滑な監査活動を確保する。

j. 監査役会は、監査の実施にあたり独自の意見形成を行うため、必要に応じて会社の費用で法律、会計の専門家を活用することができる。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

１、反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方
反社会的勢力は、従業員を含めた企業自身に多大な被害を生じさせるものであることから、企業防衛の観点や社会的責任の観点からも、反社会
的勢力との関係遮断は必要不可欠な要請であり、コンプライアンスそのものであると考えます。
当社では、「ヤオコーグループ行動基準」の中でこれを記述し、組織全体としての対応を基本に、外部専門機関との連携、取引を含めた一切の関
係遮断、裏取引や資金提供の禁止等の徹底を図っております。 また、不当要求が行われた場合には、あらゆる民事上の法的対抗手段を講ずる
とともに、刑事事件化についても躊躇しない考えです。

２、反社会的勢力排除に向けた体制の整備状況
（１） 反社会的勢力排除に向けた指針は、「ヤオコーグループ行動基準」の 第４章 社会的信用を得るために 第５項 地域社会との関係 の中で表
現しております。

　○ 地域社会との関係
ヤオコーグループは、地域社会との連携と協調を図り、良好な関係を維持することにより、地域社会の一員とし ての責任を果たします。 そして、
豊かな消費生活づくりを支援します。
また、反社会的勢力に対しては、毅然とした態度で対応し、これらの脅威には屈しません。
a ～ d 略
e. 社会の秩序や市民社会の安全に脅威を与える反社会的勢力・組織または団体とは関わりを持たず、これらの圧力に対しては断固として対決
し、これを排除いたします。

（２） コンプライアンス研修時に 「反社会的勢力に加担しない」 「反社会的勢力の圧力に屈しない」 「民事介入暴力は絶対に許さない」 という信念
を貫くこと、毅然とした態度で対応することをカリキュラムに組み込み徹底させております。
具体的には、被害を防止するための基本的な考え方（基本方針）、日常での対応、不当請求がなされた場合の対応（対応の責任者・警察への届
出・仲介の排除等） です。
また、反社会的勢力による被害の防止のため、業務の適正運用がなされることが前提になりますので、適正を確保するために必要な法令遵守・
リスク管理事項としての内部統制システムに明確な位置づけをいたしております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――



コーポレートガバナンス体制についての模式図 

 

 

 



適時開示体制の概要図 
 
 ・通常の開示事案 

決定事実 発生事実 決算情報

社内各部 代表取締役社長

（子会社含む） 情報

付　議

監査役会 取締役会 監査法人

監査 顧問弁護士

代表取締役社長

開示指示

コーポレート

ブランド戦略部

財務部

適時開示

報道機関

証券取引所　等

決　裁

 
・緊急性がある開示事案 

決定事実 発生事実 決算情報

社内各部 代表取締役社長

（子会社含む） 情報

開示指示

報告

取締役会 コーポレート 監査法人

監査役会 ブランド戦略部 顧問弁護士

財務部

適時開示

報道機関

証券取引所　等

 
情報開示 
①ＴＤnet により公表文データを東証へ送信、東証ホームページに掲載される 
②インターネット上の当社ホームページに掲載 
③社内イントラネットに掲載し、社内周知徹底 
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